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はじめに
豚流行性下痢（Porcine Epidemic Diarrhea : PED）

は、コロナウイルス科アルファコロナウイルス属の豚
流行性下痢ウイルス（PEDV）により引き起こされる
豚の急性伝染病である。発症豚には水様性下痢や嘔吐
が認められ、脱水により死亡することもある 1,8)。
PEDには日齢抵抗性があり、日齢の高い豚にPEDV

が感染しても症状は軽度あるいは無症状であるが、若
齢の豚にPEDVが感染すると症状が重篤化すると言
われている。特に７－１０日齢以下の豚にPEDVが感染
した場合、致死率は時に１００％に達すると報告されて
いる 7)。
国内におけるPEDの発生は、１９８０年代前半より散発

的に報告されている。１９９０年代より大規模な発生が相
次ぎ、特に１９９６年には約８万頭が発症し、そのうち哺
乳豚を中心に４万頭の死亡が報告されている。その後
も散発的に発生が報告されたが２００６年に１件の発生が
報告されて以降、２０１３年までは発生が報告されていな
かった。２０１３年１０月に７年ぶりに国内でPEDの発生
が確認され、以降急速に広がり、日本国内全域で発生
が報告された 6)。２０１３年１０月１日から２０１４年８月３１日
までの間に３８道県８１７農場で発生、１２２万頭が発症、３７
万頭が死亡した 4)。以後も毎年３５農場以上で発生が確
認されている 3)。２０１３年以後、国内で報告されている
PEDVは、遺伝的に２０１３年以降に北米で流行した株と
近縁であり、それ以前に国内で報告されていたPEDV
とは遺伝的に異なることが明らかになっている 6)。
PEDの対策資材として、生ワクチンが市販されてい
る。生ワクチンは、妊娠中の母豚に接種することで、
母豚の血中の中和抗体価を上昇させる。それにより乳
汁（初乳、常乳）中に含まれる中和抗体価を高め、哺

乳豚がPEDVに感染した場合も母豚由来の抗体によ
り症状を軽減することが実験的に証明されている 7)。
一方で、PEDは哺乳豚の活力低下による吸乳量の低下
や母豚の泌乳量低下を引き起こすことが知られている。
これらにより期待する効果が得られないことがある 7)。
以上を踏まえ、我々は乳汁によらずにPEDVに対す
る中和抗体を付与することがPED対策において有用
であると考え、鶏卵に含まれる抗体、すなわち鶏卵抗
体に着目した。鶏卵抗体は、血液中の抗体が鶏卵中に
移行したものであり、IgYと呼ばれている。採卵鶏に
目的とする病原体を免疫することで、目的の病原体に
対する高力価の中和抗体を含む鶏卵を継続的かつ大量
に得ることが可能という利点がある 9)。また、中和抗体
を含んだ鶏卵を乾燥粉末にすることで種々の原材料と
混合可能となる。また梅田ら 9)は、近年流行している
PEDVを用いた鶏卵抗体を作製、中和抗体価の上昇を
確認しているが、PED発生農場における有効性評価試
験は実施していない。
今回、PEDVに対する鶏卵抗体を含む混合飼料の試

験品をPED発生農場の哺乳豚へ給与することにより
生残率が向上する可能性が示唆された事例を報告する。

材料及び方法
抗PEDV鶏卵抗体及び混合飼料の試験品の作製
鶏卵抗体の作製は、国内の養鶏場にて行った。鶏卵
抗体の作製に用いる抗原には、２０１４年にPED発生農場
において下痢を呈し死亡した哺乳豚から分離した
PEDV ZK-CHR株を用いた 10)。株化細胞を用いて培養
したPEDV ZK-CHR株を不活化し、オイルアジュバン
トと混合したものを採卵鶏に注射して免疫した。免疫
した鶏からの鶏卵を回収し、洗卵後に割卵し、ホモジ
ナイズしたものを、乾燥粉末化した。全卵からポリエ
チレングリコールを用いて抽出した鶏卵抗体液の中和
抗体価は６４倍以上であった。粉末化した鶏卵と、油脂
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及び乳化剤などを混和、乳化することでペースト状の
混合飼料の試験品（以下、試験品）を作製し、アルミ
製の袋に充填した（図１）。なお、これらの試験品の作
製は２０２０年に実施した。

試験農場及び試験の概要
A農場
A農場では２０２１年３月から４月に試験を実施した。

A農場は母豚２５０頭飼養の一貫経営農場で、２０２０年に
もPEDが発生しており、母豚へのPEDワクチン接種
は実施していなかった。PEDの発生は２０２１年に下痢
を呈した哺乳豚から採取した糞便サンプルからのリア
ルタイムPCRによる特異遺伝子の検出により確認し
た。試験はPEDによる下痢を確認した２日後から開
始した。
試験品は哺乳豚に経口給与した。給与開始日齢が試

験品の有効性に与える影響について評価を行うため、
給与開始日齢は０日齢、１日齢、３日齢とした。最も
有効性があると見込み、０日齢に給与を開始する分娩
腹を多く設定した。給与は朝と夕方の１日２回、０日
齢及び１日齢に給与を開始した分娩腹では８日間連続、
３日齢に給与を開始した分娩腹では５日間連続で給与
を行った。０日齢に給与を開始する分娩腹では、哺乳
豚がPEDVに感染する前に試験品を給与できるが、１
日齢に給与を開始した分娩腹では、哺乳豚が試験品給
与までにPEDVに感染・発症することが想定された。
このような状況で給与期間を短縮すると有効性の低下
が危惧されたことから有効性低下が起きぬように、給
与期間を７日間に短縮せず８日間とした。朝の給与時
に水様便を呈している哺乳豚が１頭以上認められた場
合には、当該分娩腹の哺乳豚は下痢を発症していると
した。妊豚舎で下痢を認める母豚もいたことから、試
験に用いた母豚は妊豚舎でPEDVに感染しているも

のと考えられた。１日齢、３日齢から給与を開始した
分娩腹は、給与開始時点に下痢を呈していた。０日齢
の哺乳豚に給与を行う場合には初乳を与えた後に給与
を開始した。非給与区とした母豚由来の哺乳豚には、
試験品を給与しなかった。試験は離乳時に終了した
（表１）。

B農場
B農場では２０２１年３月から４月に試験を実施した。

B農場は母豚２７０頭飼養の一貫経営農場で、２０２０年に
もPEDが発生しており、母豚へのPEDワクチン接種
は実施していなかった。PEDの発生は２０２１年に下痢
を呈した哺乳豚から採取した糞便サンプルからのリア
ルタイムPCRによる特異遺伝子の検出により確認し
た。分娩室で哺乳豚がPEDによる下痢を確認した日
に試験を開始した。試験品は哺乳豚に経口給与した。
給与開始日齢は哺乳豚の下痢を確認した日からとした。
朝と夕方の１日２回、２－５日間連続で給与を行った。
毎日、農場主が哺乳豚の下痢等の臨床観察を行い、下
痢症状の認められなくなった時点で給与を中止した。
当農場では農場主との協議を行い、哺乳豚で下痢を発
症したすべての分娩腹に試験品を給与することで試験
品が群全体に及ぼす効果を確認するために非給与区を
設定しないこととした。試験は２１日齢時に終了した。
給与開始日齢が０－６日齢の間でばらついたため、給
与開始日齢が試作品の有効性に与える影響を明確にす
るため各区４腹以上となるように、給与開始日齢が早
い順に同一区に設定した（表２）。

図１　試験品の外観および内容物の形状
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給与方法
哺乳豚への試験品の給与は、ポンプを用いて個体ご

とに経口給与した。ポンプは吐出し口の直径が５ mm
であり、１回押下すると混合飼料約３ gを吐出するも
のを用いた。哺乳豚の混合飼料の給与量は、１回あた
り約３ gとした。

評価項目
１　平均生残率
生残率は、分娩腹ごとに給与開始時の哺乳豚の頭数

を１００％として、試験終了時に生残していた哺乳豚の頭
数を百分率で表した。平均生残率は、給与開始日齢別
に生残率の平均を算出した。
２　下痢発症率（A農場のみ）
下痢発症の有無は、分娩腹ごとに評価した。哺乳豚

の１頭以上で水様便を呈している場合、下痢を発症し
ている分娩腹とし、給与開始日から８日間にわたり、
下痢を呈している分娩腹の割合を算出した。哺乳豚が
全頭死亡した日とそれ以降は評価から除外した。
３　平均日増体量
平均日増体量は、試験終了時の平均体重から分娩時

の平均体重を引き、日齢で除して算出した。分娩時及
び試験終了時の平均体重は、同腹の哺乳豚全頭の総重
量を測定し、哺乳豚の頭数で除して算出した。哺乳豚
が全頭死亡した分娩腹は評価から除外した。
４　母豚及び哺乳豚の直腸スワブからのPEDV遺伝
子の検出
試験期間中に一度、母豚及び哺乳豚の一部から直腸

スワブを採材し、１ mLのPBSに懸濁した。混和した
後に４ ℃ で遠心分離（２０，０００×g、１分間）を行い、
上清から QIAamp MinElute Virus Spin Kit（QIA-
GEN）を用いてPEDVのRNAを抽出し、既報のリア
ルタイムPCRを行いPEDV遺伝子を検出した。リア
ルタイム PCRの試薬は AgPath-IDTM One-Step RT-
PCR Reagents（Thermo）を用いた 10)。
５　統計解析
統計解析には Prism 8 for Windows 64-bit Version 

8.4.3を用いた。
生残率、日増体量はクラスカル・ウォリス検定を行っ
た後にダン検定により２群間の検定を行った。下痢発
症率はフィッシャーの正確検定を行った。A農場では
各試験区と非給与区の比較を、B農場では各試験区間
の比較を行った。A農場の日増体量は、試験終了時に
哺乳豚が生残していた分娩腹が少なく、統計解析に必

要な数に至らなかったため解析を行わなかった。
A農場とB農場の０日齢から試験品の給与を開始し
た分娩腹で比較を行った。生残率、日増体量及び下痢
発症期間の比較をマン・ホイットニーのU検定により
行った。下痢発症期間の算出は、A農場においては、
哺乳豚が全頭死亡した分娩腹と下痢を１度も発症しな
かった分娩腹は除外した。B農場においては試験品給
与期間を下痢発症期間とした。

成績
A農場
平均生残率は、０日齢に給与を開始した分娩腹では

６３．５％であった。０日齢に給与を開始した分娩腹は１２
腹あったが、そのうち３腹では哺乳豚が全頭死亡した。
それに対して、非給与区では１４．３％であった。また、
１日齢から給与を開始した分娩腹では４１．７％、３日齢
から給与を開始した分娩腹では１９．７％であった。いず
れの試験区においても非給与区との有意な差は認めら
れなかった（図２）。

下痢発症率は１日齢及び３日齢に給与を開始した分
娩腹においては、観察期間を通じて１００％であった。
非給与区は、試験開始日に下痢を呈した分娩腹はな
かったが、試験開始後１日目以降は観察期間を通じて
１００％であった。０日齢から給与を開始した分娩腹に
おいては、給与開始日に１７％、翌日に５８％となり試験
開始後４日まで漸減し、試験開始後４日以降は４４％で
推移した（図３）。下痢発症率にいずれの試験区におい
ても非給与区との有意な差は認められなかった。
平均日増体量は０日齢からの給与を開始した分娩腹
では１９２g/ 日、３日齢から給与を開始した分娩腹では
１３２g/ 日であった。非給与区及び１日齢から給与を開

図２　A農場における給与開始日齢別の子豚の生
残率

　　　点は分娩腹ごとの生残率、バーは平均生残
率を示す
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始した分娩腹では、哺乳豚が生残した分娩腹が１腹ず
つであり、平均日増体量を算出できなかった。（図４）。
採取した直腸スワブすべてからPEDV特異的遺伝

子が検出された。

B農場
平均生残率は、０日齢から給与を開始した分娩腹で

は７８．１％、１日齢から給与を開始した分娩腹では
５４．０％、２－３日齢に給与を開始した分娩腹では
５５．８％であった。また４－６日齢に給与を開始した分
娩腹では９０．９％と、哺乳豚の死亡はほとんど認められ
なかった（図５）。統計解析を実施したところ、すべて

の試験区間で有意な差は認められなかった。
平均日増体量は、０日齢から給与を開始した分娩腹
では１９８g/ 日、１日齢から給与を開始した分娩腹では
１６７g/ 日、２－３日齢から給与を開始した分娩腹では
１６８g/ 日、４－６日齢から給与を開始した分娩腹では
１７３．２g/ 日であった（図６）。統計解析を実施したとこ
ろ、すべての試験区間で有意な差は認められなかった。
採取した直腸スワブすべてからPEDV特異的遺伝
子が検出された。

A農場とB農場の成績の比較
０日齢から試験品の給与を始めた分娩腹における下
痢発症期間は、A農場に比べてB農場で有意に短かっ
た（p ＝０．００４）。その他、生残率、日増体量に有意な
差は認められなかった。

考察とまとめ
A農場では、非給与区に比べて０日齢から給与をし
た分娩腹で、統計学的に有意な差は認められなかった
が、平均生残率は６３．５％、下痢発症率は試験開始１日
後以降は４４－５８％であった。また、B農場においても
統計学的に有意な差は認められなかったが、１日齢に
給与を開始した分娩腹では生残率は５５．８％、平均日増
体量は１６７g/ 日であったのに対し、０日齢に給与を開
始した分娩腹で平均生残率は７８．１％、平均日増体量は
１９８g/ 日であった。本研究ではPEDを発症していた分
娩腹に限りがあったため、統計学的解析を実施するた
めに十分な数の分娩腹を供することができなかった。
試験品の有効性を明らかにするためにはより試験を行
う分娩腹の数を増やす必要があると考えられた。
A農場において０日齢から給与を開始した場合でも
哺乳豚が全頭死亡した分娩腹が３腹あった。この３腹

　　　 図３　A農場における下痢発症率

図４　A農場における給与開始日齢別の日増体量

図５　B農場における給与開始日齢別の生残率
　　　点は分娩腹ごとの生残率、バーは平均生残

率を示す。

図６　B農場における給与開始日齢別の日増体量
　　　点は分娩腹ごとの日増体量、バーは平均日

増体量を示す。
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は近接する豚房で飼養されていた。そのうち１腹と隣
接する妊娠豚が重度の下痢を呈した状態で分娩室に導
入された。この重度の下痢を呈した妊娠豚が娩出した
哺乳豚が重度感染し、さらにPEDV量を増幅したこと
により、上述の３腹では、鶏卵抗体の給与の前に、哺
乳豚がPEDVに重度に感染したことが、死亡につな
がったものと考えられた。それを裏付けるように、A
農場のこの３腹以外のすべての分娩腹では分娩当日に
下痢を呈することはなかったが、この３腹は分娩当日
から水様性下痢を呈している哺乳豚が認められた。
Kweonら 2)は、乳汁を介して効果を発揮する生ワク
チンの効果検証を行い、PEDVの攻撃量が少なければ
有効、多ければ無効であったことを報告している。鶏
卵抗体と生ワクチンの作用機序は同様であると考えら
れ、感染するウイルス量と鶏卵抗体量の比率が、鶏卵
抗体の有効性に影響を与える要因であると考えられる。
以上より、環境中のPEDVが多い場合には、鶏卵抗体
の給与と並行して飼養環境の洗浄・消毒を実施し、ウ
イルス曝露量を減らすための飼養管理が重要であると
考えられた 5,6)。また、鶏卵抗体は母豚から乳汁を介し
て接種する乳汁抗体とは異なり、給与量を人為的にコ
ントロールすることが可能である。ウイルス曝露量が
多い場合においては、鶏卵抗体であれば給与量を増量
することにより、哺乳豚の死亡を防ぐ可能性が考えら
れた。
B農場においては、４－６日齢から給与を開始した

分娩腹の平均生残率は９０．９％であった。これらの豚は
３日齢以降に下痢を発症しており、PEDの日齢抵抗性
による影響があると考えられた。
０日齢から試験品の給与を開始した分娩腹の発症期

間は、A農場よりもB農場で短かった。分娩室での
PED発生後、B農場ではすぐに試験品を給与し始めた
が、A農場では試験品の給与まで２日を要した。また、
A農場では重度の下痢を呈した妊娠豚が分娩室に導入
されていることを確認している。これらのことから発
生から給与開始までの期間、妊娠豚等を介した分娩室
へのPEDVの持ち込みにより分娩室内のPEDV感染
が拡大しウイルス濃度が高くなることで、鶏卵抗体の
効果が弱まる可能性があると考えられた。
今回、PEDVを対象として、野外農場における鶏卵
抗体含有混合飼料が有用である可能性が示された。本
混合飼料の有用性について明らかにするためにはさら
なるPED発生農場における検討が必要である。

利益相反状態の有無
著者は開示すべき利益相反はない。
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